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要旨 







された名古屋高裁平成 27年 2月 26日判決･平成 25年(ネ)957号において、弁護士会からの損害賠償
請求が認容され、本報告現在、双方当事者が最高裁に上告ないし上告受理申立を行っている（平成 27
年(ネオ)33号･34号、平成 27 年(ネ受)36号･37号･67号）。 




































 ③ 前 2項の規定は、次に掲げる場合につ
いては、適用しない。 
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裁平成 25年 10月 25日判決･平成 23年(ﾜ)7490
号、及び、その控訴審である、名古屋高裁平成





















































裁昭和 56 年 4 月 14 日判決･昭和 52 年(オ)323



































26 年 8 月 7 日判決･平成 26 年(ワ)2804 号（金
融機関系の任意団体に対する口座情報の照会）、
東京高裁平成 22 年 9 月 29 日判決･平成 21 年
(ネ)4150号（Ｙ社に対する転居先住所の照会）、


































































































支払を命じられた部分に対し、(1) 憲法 21条 2
項（通信の秘密の保護）の解釈を誤っている、
(2) 「通信の秘密」の範囲に関する判断が行わ
れていない、(3) 郵便法 8 条と弁護士法 23 条






ことに対して、(1) 弁護士法 23 条の 2 は憲法
32条（裁判を受ける権利）の保障として位置づ
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